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(注)１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につき

ましては記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、当社の子会社は利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性

の乏しい非連結子会社であること、また、関連会社がないことから記載しておりません。

４. 当社は、平成25年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。このため第23期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額を算定しております。

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第２四半期累計期間
第24期

第２四半期累計期間
第23期

会計期間
自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日

自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日

自 平成24年９月１日
至 平成25年８月31日

売上高 (千円) 8,648,085 9,245,581 16,536,220

経常利益 (千円) 417,941 334,854 558,813

四半期(当期)純利益 (千円) 242,412 167,058 300,468

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 324,530 324,530 324,530

発行済株式総数 (株) 1,265,000 2,530,000 1,265,000

純資産額 (千円) 1,930,150 2,139,150 2,000,974

総資産額 (千円) 7,215,772 8,143,907 8,344,903

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 95.81 66.03 118.76

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 95.52 65.08 118.16

１株当たり配当額 (円) ― ― 30

自己資本比率 (％) 26.7 26.0 23.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △703,109 △453,190 △180,754

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △67,664 △61,559 △420,796

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △226,368 △320,978 466,285

現金及び現金同等物
の四半期末（期末）残高

(千円) 1,816,693 1,842,842 2,678,570

回次
第23期

第２四半期会計期間
第24期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成24年12月１日
至 平成25年２月28日

自 平成25年12月１日
至 平成26年２月28日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 100.98 92.85



当第２四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。

２ 【事業の内容】



当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀による金融緩和策により、

景気は緩やかな回復基調がみられたものの、為替の影響による輸入物価の上昇や消費増税による個人消

費への影響も懸念されることから、依然として先行き不透明な状況で推移しました。

このような状況下、当社は、お客様に感動を与えるプレゼント選びの場を提供する「アニバーサリー

コンセプトショップ」という独自のサービスを基本とし、贈る人のときめき感につながるような魅力あ

る商品の拡充と商品鮮度の管理徹底に努めるとともに、お客様が何度でも足を運びたくなるような質の

高い「おもてなしの接客」に努めてまいりました。

商品施策といたしましては、繁忙期となるクリスマス・年末年始商戦において、宝飾、時計及びバッ

グ・小物に売れ筋商品や高額商品の取扱いの充実を図りました。また、当社オリジナルブランド商品

（ハッピーキャンドル）については、従来からの宝飾品・財布等に加えて２月には新たにバッグの販売

を開始するなど、アイテムの拡充とブランド強化に努めてまいりました。

販売活動の施策といたしましては、新店オープンセールやショッピングセンター（ＳＣ）のセール企

画と連動した販売促進活動に加えて、宝飾を中心に店頭での催事を充実させ、新規顧客の開拓と固定客

作りを図ってまいりました。

店舗展開といたしましては、12月に日の出店（東京都）、幕張新都心店（千葉県）の２店舗を新規出

店いたしました。幕張新都心店は、当社において初めての高級ブランド時計を中心とした時計専門の新

業態店となっております。これにより、当第２四半期末の店舗数は54店舗となりました。

また、長岡店（新潟県）、大分店（大分県）の改装（２月着工３月完成）を行いました。

商品部門別の売上の状況につきましては、宝飾品は催事による販売強化の取り組みに成果が見られた

ものの、一部の主力海外ブランド商品の不振もあり売上高1,631,530千円、時計は国産時計の販売が好

調であったものの、ロレックスをはじめとする主力海外ブランド商品に円安による値上げの影響がみら

れたことで売上高2,237,592千円、バッグ・小物はルイヴィトンなどの高額ブランド品に同様な値上げ

による落ち込みがみられ売上高5,375,328千円、その他は1,130千円となりました。

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



円安による仕入れ価格の上昇に伴い、販売価格への転嫁を進めておりますが、一部の売れ筋高額商品

の販売競争が激化していることもあり、売上総利益率が低下することとなりました。また、２月は週末

に全国的な大雪が重なり、一部店舗において営業時間の短縮や休業となったこともあり、当第２四半期

は計画を下回る結果となりました。

以上の結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高9,245,581千円（前第２四半期累計期間比6.9％

増）、営業利益351,488千円（同20.1％減）、経常利益334,854千円（同19.8％減）、四半期純利益

167,058千円（同31.0％減）となりました。

なお、当社の業績は、年末年始商戦、とりわけクリスマス時期を中心とした12月の年末商戦のウエイ

トが高くなっているため、第２四半期に偏重しております。

当社の平成24年８月期（自 平成23年９月１日 至 平成24年８月31日）、平成25年８月期（自 平

成24年９月１日 至 平成25年８月31日）及び平成26年８月期（自 平成25年９月１日 至 平成26年

８月31日）における四半期の売上高及び売上総利益は下記のとおりであります。

（注）上記売上高及び売上総利益には、消費税等を含んでおりません。

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、6,462,592千円となり、前事業年度末と比較し

て349,217千円減少しております。これは主として、３月の新店３店舗のオープンに向けた商品確保等

により商品が810,256千円増加したものの、その支払い等により現金及び預金が835,728千円減少、また

前事業年度末日が金融機関の休日であったことにより売掛金が316,433千円減少したことが要因であり

ます。

（固定資産）

当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は、1,681,314千円となり、前事業年度末と比較し

て148,221千円増加しております。これは主として、新規出店のため、建物が72,560千円、工具、器具

及び備品が21,408千円、有形固定資産のリース資産(純額)が24,052千円、敷金及び保証金が29,853千円

増加したことが要因であります。

(単位：百万円)

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 合計

平成24年８月期

売上高 3,174 5,168 3,589 3,697 15,630

(構成比) (20.3%) (33.1%) (23.0%) (23.6%) (100.0%)

売上総利益 808 1,289 902 876 3,876

(構成比) (20.8%) (33.3%) (23.3%) (22.6%) (100.0%)

平成25年８月期

売上高 3,128 5,519 4,046 3,841 16,536

(構成比) (18.9%) (33.4%) (24.5%) (23.2%) (100.0%)

売上総利益 793 1,378 1,019 941 4,132

(構成比) (19.2%) (33.3%) (24.7%) (22.8%) (100.0%)

平成26年８月期

売上高 3,452 5,792 ― ― ―

(構成比) （―) （―） （―） （―） （―）

売上総利益 818 1,411 ― ― ―

(構成比) （―) （―） （―） （―） （―）



（流動負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、3,005,583千円となり、前事業年度末と比較し

て298,702千円減少しております。これは主として、支払手形及び買掛金が242,654千円、償還により1

年内償還予定の社債が63,100千円減少したことが要因であります。

（固定負債）

当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、2,999,173千円となり、前事業年度末と比較し

て40,470千円減少しております。これは主として、新店および改装の工事費用のため、その他の固定負

債が122,410千円増加したものの、償還により社債が60,000千円減少、長期借入金が105,966千円減少し

たことが要因であります。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、2,139,150千円となり、前事業年度末と比較して

138,176千円増加しております。これは主として、四半期純利益により利益剰余金が129,108千円増加し

たことが要因であります。

(3)  キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比

べ835,728千円減少し、1,842,842千円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、減少した資金は453,190千円(前年同四半期は703,109千円の支出)となりました。こ

れは、主として税引前四半期純利益328,286千円、売上債権の減少322,753千円、減価償却費95,926千円

がプラスに寄与した一方で、新規出店及び高額商品の充実等に伴うたな卸資産の増加817,866千円、仕

入債務の減少242,654千円、法人税等の支払額118,803千円があったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は61,559千円(前年同四半期は67,664千円の支出)となりました。これ

は、主として新規出店及び改装等に伴う有形固定資産の取得29,383千円、敷金及び保証金の差入35,644

千円の支出があったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は320,978千円(前年同四半期は226,368千円の支出)となりました。こ

れは、主として長期借入れによる収入600,000千円があった一方で、長期借入金の返済729,214千円、社

債の償還123,100千円、配当金の支払37,893千円、長期未払金の支払23,871千円、リース債務の返済

6,899千円があったこと等によるものです。



(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。



当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第２回新株予約権（株式報酬型）

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,400,000

計 6,400,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年４月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,530,000 2,530,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であり
ます。完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限定の
ない当社における標準とな
る株式であります。

計 2,530,000 2,530,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

決議年月日 平成26年１月14日

新株予約権の数（個） 100（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間 平成26年２月１日～平成56年１月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格及
び資本組入額（円）

発行価格 724
資本組入額 362 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４



（注）１. 新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株とする。

なお、当社が普通株式の分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合、次の算

式により目的たる株式の数を調整する。但し、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で対象者が

行使していない本件新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株に満たない

端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少を行う場合等、目的たる株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は合理的な

範囲で適切に目的たる株式数の調整を行うものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

２. 増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項にしたがい算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた

額（ただし、1円未満の端数は切り上げる。）とする。なお、資本金として計上しないこととした額は資本準

備金とする。

３. (1)新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」内において、取締役、監査役、執行役員及び使用人のい

ずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を経過する日まで、新株予約権を一括してのみ行使できるもの

とする。但し、やむを得ない事由がある場合には、当社は、その行使期限を延長することができる。

(2)上記(1)にかかわらず、新株予約権者が平成55年1月31日に至るまでに取締役、監査役、執行役員及び使用

人のいずれかの地位を喪失しなかった場合は、平成55年2月1日から平成56年1月31日まで行使できるものと

する。

(3)新株予約権者が死亡した場合、相続人間の協議により定められた代表相続人1名に限り、その死亡の日から

3ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

(4)その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に定

めるところによる。

４. 合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換 及び株式移転（以下「組

織再編成行為」という。）をする場合においては、組織再編成行為の効力発生時点において残存する新株予

約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社又は合併により

設立する株式会社、分割する事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社、新設分割に

より設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式会社及び株式移転により設立する株式会社

（以下「組織再編成対象会社」という。）の新株予約権を下記の条件で交付することとする。

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、組織再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するもの

とする。ただし、以下の条件に沿って組織再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新

設合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るもの

とする。

(1)交付する組織再編成対象会社の新株予約権の数

組織再編成行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の数と同一の数とする。

(2)新株予約権の目的となる株式の種類

組織再編成対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的となる株式の数

組織再編成行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て

る。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編成後の行使価額に上記(3)にしたがって決定される各新株予約権の目的である組織再編成対象会社

の株式の数を乗じて得られる金額とする。なお、組織再編成後の行使価額は、交付される各新株予約権を

行使することにより交付を受ける組織再編成対象会社の株式１株あたり１円とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注）２に準じて決定する。

(7)新株予約権の取得条項

① 新株予約権者が、新株予約権を取得した後権利行使をする前に、本件新株予約権を行使できなくなった

場合は、当該新株予約権者の有する本件新株予約権の全部を当社が無償で取得することができるものと

する。

② 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書並びに株

式移転計画書が当社株主総会で承認されたときは、当該新株予約権者の有する本件新株予約権の全部を

当社が無償で取得できるものとする。



(8)新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(9)新株予約権の取得承認

譲渡による当該新株予約権の取得については、組織再編成対象会社の承認を要する。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

平成26年２月28日現在

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年２月28日 ― 2,530,000 ― 324,530 ― 301,530

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

田 泰夫 千葉県香取市 780,800 30.86

田 篤史 東京都江東区 570,000 22.52

有限会社ＤＥＮ 千葉県香取市小見1021 200,000 7.90

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社

東京都港区浜松町２丁目11-３ 155,900 6.16

田 裕行 東京都東久留米市 79,200 3.13

田 啓子 千葉県香取市 70,000 2.76

井上 知恵子 茨城県鹿嶋市 52,000 2.05

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６-１ 51,800 2.04

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８-11 51,100 2.01

ハピネス・アンド・ディ従業員持
株会

東京都中央区銀座１丁目16-１ 29,800 1.17

計 ― 2,040,600 80.65



該当事項はありません。

該当事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,529,400 25,294
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 600 ― ―

発行済株式総数 2,530,000 ― ―

総株主の議決権 ― 25,294 ―

② 【自己株式等】

２ 【役員の状況】



当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成25年12月１日か

ら平成26年２月28日まで)及び第２四半期累計期間(平成25年９月１日から平成26年２月28日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

当社では、子会社（１社）の資産、売上高、損益及び利益剰余金その他の項目からみて、当企業集団の

財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいため、「四半期連結財務

諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (平成19年内閣府令第64号) 第５条第２項により、四半期

連結財務諸表は作成しておりません。

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について



１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年８月31日)

当第２四半期会計期間
(平成26年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,681,555 1,845,827

売掛金 1,052,860 736,427

商品 2,856,504 3,666,760

貯蔵品 95,199 98,597

その他 125,690 114,980

流動資産合計 6,811,810 6,462,592

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 452,096 524,656

構築物（純額） 147 39

工具、器具及び備品（純額） 212,713 234,121

リース資産（純額） 10,052 34,104

有形固定資産合計 675,010 792,923

無形固定資産

リース資産 24,106 20,165

その他 16,028 13,083

無形固定資産合計 40,134 33,248

投資その他の資産

敷金及び保証金 451,410 481,263

関係会社株式 88,159 88,159

その他 281,014 288,055

貸倒引当金 △2,636 △2,336

投資その他の資産合計 817,947 855,142

固定資産合計 1,533,092 1,681,314

資産合計 8,344,903 8,143,907



(単位：千円)

前事業年度
(平成25年８月31日)

当第２四半期会計期間
(平成26年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１ 1,346,046 1,103,392

1年内返済予定の長期借入金 1,264,668 1,241,420

1年内償還予定の社債 247,600 184,500

未払法人税等 125,955 161,545

賞与引当金 66,751 64,846

資産除去債務 2,928 －

その他 250,334 249,879

流動負債合計 3,304,285 3,005,583

固定負債

社債 100,000 40,000

長期借入金 2,808,576 2,702,610

資産除去債務 71,897 74,982

その他 59,169 181,580

固定負債合計 3,039,643 2,999,173

負債合計 6,343,928 6,004,756

純資産の部

株主資本

資本金 324,530 324,530

資本剰余金 311,880 311,880

利益剰余金 1,347,865 1,476,973

株主資本合計 1,984,275 2,113,383

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,233 8,743

評価・換算差額等合計 6,233 8,743

新株予約権 10,465 17,022

純資産合計 2,000,974 2,139,150

負債純資産合計 8,344,903 8,143,907



(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日)

売上高 ※２ 8,648,085 ※２ 9,245,581

売上原価 6,475,998 7,015,322

売上総利益 2,172,087 2,230,259

販売費及び一般管理費 ※１ 1,731,836 ※１ 1,878,771

営業利益 440,250 351,488

営業外収益

受取利息 468 819

受取配当金 145 181

受取手数料 304 359

業務受託料 － 2,055

受取保険金 183 1,696

その他 311 1,074

営業外収益合計 1,412 6,185

営業外費用

支払利息 19,325 19,913

社債利息 1,863 929

その他 2,533 1,975

営業外費用合計 23,721 22,818

経常利益 417,941 334,854

特別損失

固定資産廃棄損 5,699 3,828

事業譲渡損 － 2,740

特別損失合計 5,699 6,568

税引前四半期純利益 412,241 328,286

法人税、住民税及び事業税 155,365 154,316

法人税等調整額 14,463 6,911

法人税等合計 169,829 161,227

四半期純利益 242,412 167,058



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 412,241 328,286

減価償却費 82,552 95,926

株式報酬費用 2,616 6,557

貸倒引当金の増減額（△は減少） △510 △300

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,609 △1,527

受取利息及び受取配当金 △614 △1,000

支払利息 19,325 19,913

社債利息 1,863 929

受取保険金 － △1,696

固定資産廃棄損 5,699 3,828

事業譲渡損益（△は益） － 2,740

売上債権の増減額（△は増加） 4,543 322,753

たな卸資産の増減額（△は増加） △795,483 △817,866

仕入債務の増減額（△は減少） △186,256 △242,654

未払金の増減額（△は減少） 4,440 19,746

未払消費税等の増減額（△は減少） △24,822 △7,788

その他 3,711 △43,393

小計 △468,083 △315,544

利息及び配当金の受取額 407 1,138

利息の支払額 △22,467 △21,676

保険金の受取額 2,995 1,696

法人税等の支払額 △215,962 △118,803

営業活動によるキャッシュ・フロー △703,109 △453,190

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △50,260 △29,383

投資有価証券の取得による支出 △1,935 △1,968

敷金及び保証金の差入による支出 △14,203 △35,644

敷金及び保証金の回収による収入 212 5,612

その他 △1,477 △175

投資活動によるキャッシュ・フロー △67,664 △61,559



（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 670,000 600,000

長期借入金の返済による支出 △673,477 △729,214

社債の償還による支出 △156,100 △123,100

長期未払金の返済による支出 △20,156 △23,871

リース債務の返済による支出 △15,154 △6,899

配当金の支払額 △31,480 △37,893

財務活動によるキャッシュ・フロー △226,368 △320,978

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △997,142 △835,728

現金及び現金同等物の期首残高 2,813,836 2,678,570

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,816,693 ※１ 1,842,842



※１ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末

残高に含まれております。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２ 売上高の季節的変動

当社の業績は、年末年始商戦、とりわけクリスマス時期を中心とした12月の年末商戦のウエイトが

高くなっているため、第２四半期会計期間に偏重しております。

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

前第２四半期累計期間(自 平成24年９月１日 至 平成25年２月28日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

前事業年度
(平成25年８月31日)

当第２四半期会計期間
(平成26年２月28日)

支払手形 305,897千円 ―千円

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日)

従業員給与 536,413千円 549,676千円

地代家賃 403,849千円 426,087千円

賞与引当金繰入額 63,007千円 64,846千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日)

現金及び預金 1,909,609千円 1,845,827千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △92,916千円 △2,984千円

現金及び現金同等物 1,816,693千円 1,842,842千円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月29日
定時株主総会

普通株式 31,625 25 平成24年８月31日 平成24年11月30日 利益剰余金



当第２四半期累計期間(自 平成25年９月１日 至 平成26年２月28日)

１．配当金支払額

(注）平成25年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割前の実際の配当金を

記載しております。

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

当社はインポートブランドを中心とした宝飾品、時計及びバッグ・小物等の小売業という単一セグメ

ントであるため記載を省略しております。

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(注) 当社は平成25年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

該当事項はありません。

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月28日
定時株主総会

普通株式 37,950 30 平成25年８月31日 平成25年11月29日 利益剰余金

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日)

 (1) １株当たり四半期純利益金額 95円81銭 66円03銭

  (算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 242,412 167,058

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 242,412 167,058

普通株式の期中平均株式数(株) 2,530,000 2,530,000

 (2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 95円52銭 65円08銭

  (算定上の基礎)

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 379 36,646

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(重要な後発事象)



該当事項はありません。

２ 【その他】



該当事項はありません。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



平成２６年４月１０日

株式会社ハピネス・アンド・ディ

取 締 役 会  御中

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ハピネス・アンド・ディの平成２５年９月１日から平成２６年８月３１日までの第２４期事業年度
の第２四半期会計期間（平成２５年１２月１日から平成２６年２月２８日まで）及び第２四半期累計期間

（平成２５年９月１日から平成２６年２月２８日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照

表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表
に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハピネス・アンド・ディの平成２６年２月

２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー
の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 猪 瀬 忠 彦 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐 々 田 博 信 印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


